
１．「自治基本条例」 とは・・・

２．「自治基本条例」ができると、どうなるか・・・

「自治基本条例」は「まちの憲法」ともいわれています。この条例には、
湧別町における自治の基本的な考え方やルールが定められています。
条例には、基本理念や基本原則、町民、議会や議員、行政機関、町長、役

場職員の役割や責務のほか、自治体運営のルール、町民の皆さんが町政や地
域社会に参加し取り組んでいく仕組みなど、町民が主体の自治を実現するた
めの、必要な事項が定められています。

湧別町の自治を担う町民、議会及び行政機関の役割と責務を明確にして、

情報共有や町民参加のルールを具体的に定めることによって、町民の皆さん

の声をより町政に反映させることができます。

町民が主体の自治を推進するための基本的な制度が整備され、町政への町

民参加や、町民、議会及び行政機関がそれぞれの役割と責務のもと、湧別町

の自治を推進し、町民が安心して暮らすことができる地域社会を持続させる

ことにつながります。

【 概略版 】
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３．「 湧別町自治基本条例 」のイメージ図

基 本 原 則

情報共有の原則
町民参加の原則
協 働 の 原 則

【町長の責務】
◆町民の信託に応え、公正・誠実に
行政を運営する
◆長期的な展望に立ち、健全な自治
体運営を推進する
◆職員を指揮監督し、効率的な組織
体制を整備する
◆町民の意向や政策課題に対応でき
る能力を持った職員を育成する
◆職員の能力を公正に評価し、士気

【町長の就任時の宣誓】
◆就任にあたって、公正・誠実に職

【議会の役割】
選挙で選ばれた議員で構成される議事
機関として、
◆行政運営を監視する

【議会の責務】
◆将来展望を持ち課題を的確に把握
し、活動する
◆町民の意見を聴取して、議会運営

【情報共有と町民参加】
◆本会議等の審議経過や審議結果を
分かりやすく公表する
◆町民が本会議等を傍聴しやすい
環境を整える
◆町政の課題を明らかにするため、
本会議等での論点を明確にする
◆町民との意見交換の機会を年１回

【町民の権利】
◆町政に関する情報を
知る権利

◆町政に参加する権利
※２０歳未満の町民
の皆さんも参加で
きます。

【町民の役割と責務】
◆自治の主体であること
を自覚し、自分のでき
る範囲で町政及び地域
活動に積極的に参加
◆自らの発言や行動に責
任を持ち、お互いを尊

町 民 （事業者を含む）

【事業者の役割】
◆地域社会を構成する一

員として社会的役割を

認識

◆安心して暮らすことが

できる地域社会の実現

に寄与

議 会

【議員の責務】
◆町民の信託に対する責任を果たす
◆町民意思の的確な把握と自己研鑽
を図る

行政機関

【行政機関の責務】
◆事務及び事業を適正に管理執行す
る
◆情報共有と町民参加を進め、広く
町民の意思を反映し事務を執行す
る
◆事務及び事業を効果的かつ効率的
に執行する

【職員の責務】
◆町民が主権者であることを認識し、
公正・適正に職務を遂行する
◆自らも地域の一員であることを認
識する
◆町民の意向や政策課題に的確に対
応できるよう、職務能力の向上を
図る
◆横断的な連携を密にし、一体とな
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４．情報共有

５．町民参加

議会及び行政機関は、情
報を適切な時期に適切な
方法で、分かりやすく提
供する

議会及び行政機関は、町政
について分かりやすく説明
する
町民の意見等、説明の求め
に誠実に対応する

町民は、町政に関する情
報の開示を求めることが
できる

議会及び行政機関は、情
報を正確に収集・整理し、
保存する

議会及び行政機関は、個
人情報を適切に取り扱い、
適正に保護する

議会及び行政機関は、議
会の本会議等及び行政機
関の審議会等の会議を、
原則公開する

町民が主体の自治を推進するためには、町民が町政に参加することが必要です。こ

のため、議会及び行政機関は広く町民の意見等を求め、町政に町民の意思を反映する

ことを基本とするとともに、町民が広く町政に参加する機会を保障することを定めて

います。

湧別町の自治を推進するうえで、また町政への町民参加を進めるうえでも情報の
共有は大切です。
このため、町民、議会及び行政機関は、町政の課題の解決にむけて互いの保有す

る情報を伝え合い、共有することを定めています。

【町民参加の対象】
①町政運営の基本となる条例の制定、
見直し
②総合計画の基本構想及び基本計画、
部門別計画等の策定、見直し
③町民に義務を課し、又は権利を制限
する条例の制定、見直し
④公共施設の基本計画の策定、見直し
⑤公共施設の利用方法の決定
⑥行政評価における外部評価の実施
⑦町民生活に大きな影響がある施策の
決定等

※次の場合は、参加を求めないことが
できます。
緊急的な課題、行政内部の事務処理

【町民参加の方法】
①審議会等の会議の開催
②意見交換会や懇談会の開催
③アンケート調査の実施
④パブリックコメント（町民意見
募集）の実施
⑤その他適切な方法
※①～⑤のいずれかを組み合せます。

【町民の意見等の取り扱い】
①町民参加で寄せられた意見等を総
合的に検討し、検討結果を公表

【審議会等委員の選任】
①委員には、原則、公募委員を含める
②委員の就任期間、他の審議会等との

個人情報の保護情報の収集・管理

説明責任情報提供 情報公開

会議の公開
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６．町民投票

７．協働の推進、コミュニティ組織

地方自治制度は町長や議員を町民の代表とする間接民主制が基本であり、町民投票

は、町政に関する重要な事項について、直接、町民の意思を確認するもので、究極の

町民参加といえます。

町民投票は、あくまでも間接民主制を補完する制度として、町民投票に至る過程で

十分に議論を尽くし、町民の意思を確認する最終手段として実施されるべき制度です。

議員及び町長の選挙権を有する町

民が、その総数の５０分の１の連

署を添えて、町長に町民投票条例

議員が議員定数の１２分の１以上
の賛成を得て、町民投票条例の制
定を議会に発議

町長自らが町民投票条例を議会に

提案

議
会
の
議
決

出
席
議
員
の
過
半
数
の
賛
成

町長が投票
条例を議会
へ提案

町
民
投
票
の
実
施

注）本町では個々の事案に応じて、町民投票条例を制定する制度（個別設置型）を
想定していて、その手続き等は地方自治法の規定を確認的に規定していますの
で、この自治基本条例が制定されただけでは、町民投票は実施できません。

【町民投票成立のしくみ】

湧別町の課題を町民の力で解決することは難しい場合があります。このため、町民、
議会及び行政機関が互いに協働して課題の解決に取り組むことが必要です。
また、町民がお互いに助け合うために、コミュニティ組織をつくって地域の課題解

【コミュニティ組織の役割】
◆組織が自らできることを考え行動し
地域の課題を解決する
◆町民が参加しやすい環境を整備する
◆相互連携を図り、議会及び行政機関
と協働し、活動を充実させる

【コミュニティ組織にかかる
町民の役割】

◆コミュニティ組織の役割を認識する
◆コミュニティ組織の活動に参加、守
り、育てる

【コミュニティ組織に
かかる行政機関の役割】

◆コミュニティ組織の自主性と自立性
を尊重する

◆コミュニティ組織の活動を促進する
ための必要な支援をする

参 加

支 援
コミュニティ組織とは･･･
自治会（町内会）などの地域を基盤に形
成される組織と、福祉・環境・防犯・文
化・スポーツ・ＰＴＡなど地域を越え共
通の関心や課題から形成される組織・団
体
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８．行政運営

９．交流・連携

行政運営に必要な制度の確立と運用の原則を明らかにし、それぞれの制度を関連付

けて、効果的、効率的、透明性が高い行政運営を行うため、７つの事項を定めていま

【総合計画】
□町の目指す将来像を明らかにした総合
計画を策定する
□総合計画を最上位計画に位置付ける
□総合計画に基づき、政策を実施する
□事務及び事業の進行状況を公表する

【財政運営】
□総合計画と行政評価を踏まえた、中長期
的な財政計画を策定する
□計画的、健全な財政運営を行う
□予算、決算、財政状況を分かりやすく
公表する

【行政評価】
□政策等の目的と成果を適切な基準で
点検する
□行政評価の結果を予算、事業へ反映する
□行政評価の結果を分かりやすく公表する

【行政改革】
□簡素で効率的な行政運営を行う
□行政改革大綱と実施計画を策定する
□進行状況を分かりやすく公表する

【危機管理】
□行政機関は、災害等の対処に必要な計画を策定し、その計画に基づく危機管理体制を
整備する
□町民は、防災等に対する意識を高め、行政機関等と一丸となった協力体制を整備する

【行政手続】
□処分、行政指導、届出に関する手続を
明確にする
□行政運営の公正の確保と透明性を向上
させる

【政策法務】
□課題の解決に必要な政策を実現するため
の条例等を制定・見直しを行う
□法令等の自主的・適正に解釈し運用する

様々な課題の解決に当たっては、町民等の力だけでなく、国内外の様々な人々や団

体の交流から得られる知識等を生かすこと、他の市町村、国及び北海道と連携するこ

行 政 運 営 の 制 度

- 5 -



１０．条例の見直し

　【これまでの経過】

　 ■湧別町

平成21年10月 　５日・上湧別町と湧別町が合併して湧別町となる

平成22年７月 　５日・自治基本条例検討委員会を設置　委員15名と町職員４名

　　　　町長から（仮称）自治基本条例の必要性の検討を諮問

10月 　22日・町長へ「自治基本条例の制定」を答申

12月 　21日・12月定例議会に「自治基本条例策定委員会設置条例」を

　　　　提案し、可決

平成23年３月 　22日・自治基本条例策定委員会を設置　委員15名と町職員４名

平成24年３月 　27日・町長との懇談会を開催

６月 　25日・議会議員との懇談会を開催

10月 　26日～・町民との意見交換会を開催　町内４箇所

11月 　８日・湧別高校生徒会との意見交換会を開催

平成25年２月 　25日・自治基本条例策定委員会は、31回の全体会議と26回の正

　　　　副委員長会議を開催し「自治基本条例の素案」をまとめ、

　　　　町長へ答申

４月 　10日・パブリックコメント手続（５月９日迄３０日間）

６月 　20日・６月定例議会に「湧別町自治基本条例」を提案し、自治

　　　　基本条例審査特別委員会付託

７月 　22日

８月 　13日

９月 　17日・９月定例議会可決

平成26年４月 　１日・施行

.

自治基本条例審査特別委員会を開催

この条例は、湧別町の「憲法」であり最高規範に位置付けら
れると同時に、「みんなで守り育てる条例」です。
この条例に基づく制度が的確に運用されているかどうか、社

会経済情勢の変化に適合しているかどうかを、４年を超えない
範囲で点検し、必要であれば見直しを行います。
見直しの方法も、行政機関が見直すのではなく、町民の目線

から見守るため、町長の附属機関として「自治推進委員会」を
設置し、町民参加の状況や条例の運用状況を審議して、この条
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湧別町自治基本条例の構成

前 文

第１章 総 則
第１条 目的 第２条 用語の定義

第３条 基本理念 第４条 基本原則 第５条 条例の位置付け

理

念

第２章 情報共有

第６条 情報共有

第７条 情報提供

第８条 説明責任

第９条 情報公開
第10条 情報の収集

及び管理

第11条 個人情報の保護
第12条 会議の公開

第３章 町民参加

第13条 町民参加の基本

第14条 町民参加の対象

第15条 町民参加の方法

第16条 町民の意見等の

取扱い

第17条 審議会等の

委員の選任

第４章 町民投票

第18条 町民投票

第19条 町民投票の

請求及び発議

理
念
・
原
則
を

受
け
た
制
度

第５章 町民

第20条 町民の権利

第21条 町民の役割と

責務
第22条 事業者の役割

第６章 協働・コミュニティ組織

第23条協働の推進

第24条コミュニティ組織の定義

第25条コミュニティ組織の役割

第26条コミュニティ組織にかかわる町民の役割

第27条コミュニティ組織にかかわる行政機関の役割

第７章 議会

第28条議会の役割

第29条議会の責務

第30条議員の責務

第31条町民との情報

共有と町民参加

第８章 行政機関

第32条行政機関の責務

第33条町長の責務

第34条町長の

就任時の宣誓

第35条行政機関の

職員の責務

第９章 行政運営

第36条 総合計画

第37条 財政運営

第38条 行政評価

第39条 行政改革

第40条 行政手続

第41条 政策法務

第42条 危機管理

制
度
の
担
い
手
の
具
体
化

第１０章 交流・連携
第43条 国内外の交流 第44条 他の市町村との連携 第45条 国及び北海道との連携

第１１章 条例の見直し
第46条 条例の見直し 第47条 自治推進委員会の設置

条
例
の
維
持

発
展
の
制
度
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湧別町自治基本条例 

 

目次 

 前文 

第１章 総則（第１条－第５条） 

第２章 情報共有（第６条－第 12 条） 

第３章 町民参加（第 13 条－第 17 条） 

第４章 町民投票（第 18 条・第 19 条） 

第５章 町民（第 20 条－第 22 条） 

第６章 協働・コミュニティ組織（第 23 条－第 27 条） 

第７章 議会（第 28 条－第 31 条） 

第８章 行政機関（第 32 条－第 35 条） 

第９章 行政運営（第 36 条－第 42 条） 

第１０章 交流・連携（第 43 条－第 45 条） 

第１１章 条例の見直し（第 46 条・第 47 条） 

 附則 

 

わたしたちのまち湧別町は、湧別原野に恵みをもたらす清流・湧別川、雄大

なオホーツク海と豊かな汽水湖・サロマ湖に育まれる自然の恵み豊かなまちで

す。 

わたしたちのまちは、先人の不屈のチャレンジ精神と未来を信じて結集した

英知によって発展してきました。 

 

平成 21 年 10 月、それぞれの歴史を刻んできた上湧別町と湧別町は 100 年の

歳月（とき）を経て再びひとつになり、新しい町として歩みだしました。 

わたしたちには、先人が守ってきた自然環境、築いてきた歴史や文化を受け

継ぎ、「人と自然が輝くまち」をつくり、次の世代へ引き継いでいく責任があり

ます。そのためには、わたしたち町民一人ひとりが自治の担い手であることを

自覚し、お互いを尊重し支えあい、安心して暮らすことができるまちを築いて

いかなければなりません。 

 

わたしたちは、ここに、町民、議会及び行政機関がそれぞれの役割と責務を

自覚し、力を合わせて、わたしたちのまちを築くための基本のルールとなる湧

別町自治基本条例を制定します。 

 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この条例は、湧別町の自治の基本理念と基本原則を定め、町民の権利

及び役割並びに議会及び行政機関の責務を明らかにするとともに、町民が安

心して暮らすことができる地域社会を築くための基本的な仕組みを定めるこ
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とによって、町民が主体の自治を実現することを目的とします。 

 

(用語の定義) 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、次のとおりとします。 

（１）町民 町内に住所を有する人、町内で働く人、学ぶ人及び事業活動その

他の活動を営む人、又は法人若しくは団体をいいます。 

（２）行政機関 町長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会

及び固定資産評価審査委員会をいいます。 

（３）町政 議会と行政機関が担う自治の領域をいいます。 

（４）協働 町民、議会及び行政機関が、お互いの立場を尊重し知恵と力を合

わせ、同じ目的に向かって協力して行動することをいいます。 

 

(基本理念) 

第３条 町民、議会及び行政機関は、町民が安心して暮らすことができる地域

社会を持続させるため、町民が主体の自治を確立することを基本とします。 

 

(基本原則) 

第４条 町民、議会及び行政機関は、次の原則に基づき、町民が主体の自治の

実現を図ります。 

（１）情報共有の原則 町民、議会及び行政機関は、町政に関する情報を共有

します。 

（２）町民参加の原則 湧別町の自治は、町民参加のもとに行われることを基

本とします。 

（３）協働の原則 町民、議会及び行政機関は、それぞれの役割と責任におい

て、協働を推進します。 

 

(条例の位置付け) 

第５条 この条例は、湧別町の自治を実現するための最高規範として位置付け

ます。 

２ 町民、議会及び行政機関は、この条例を誠実に遵守しなければなりません。 

３ 議会及び行政機関は、条例、規則等の制定及び改廃に当たっては、この条

例に定める事項を最大限に尊重し、整合性を図らなければなりません。 

 

第２章 情報共有 

(情報共有) 

第６条 町民、議会及び行政機関は、町政の課題の解決にむけて互いの保有す

る情報を伝え合い、共有します。 

 

(情報提供) 

第７条 議会及び行政機関は、開かれた町政を推進するため、保有する町政に
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関する情報を適切な時期に適切な方法を用いて、分かりやすく町民に提供す

るものとします。 

 

(説明責任) 

第８条 議会及び行政機関は、公正で開かれた町政を推進するため、町政に関

して町民に分かりやすく説明するものとします。 

２ 議会及び行政機関は、町民から寄せられた意見、要望（以下｢意見等｣とい

います。）、及び説明の求めに対して、誠実に対応するものとします。 

 

(情報公開) 

第９条 町民は、町政に関する情報を知る権利があり、情報の開示を求めるこ

とができます。 

２ 議会及び行政機関は、町民から町政に関する情報の開示を求められたとき

は、湧別町情報公開条例（平成２１年条例第１４号）で定めるところにより、

情報を開示しなければなりません。なお、同条例第６条第１項に規定する簡

易な情報の場合は、速やかに開示をしなければなりません。 

 

(情報の収集及び管理) 

第 10条 議会及び行政機関は、町政運営に関する情報を正確かつ適正に収集し、

速やかに提供できるよう整理し、保存するものとします。 

 

(個人情報の保護) 

第 11 条 議会及び行政機関は、個人の権利及び利益が侵害されないよう、その

保有する個人情報を適切に取り扱い、適正に保護しなければなりません。 

２ 個人情報の保護に関して必要な事項は、別に条例で定めます。 

 

(会議の公開) 

第 12 条 議会は、本会議及び委員会等の会議を原則公開するものとします。 

２ 行政機関は、審議会等の附属機関及びこれに類するもの(以下｢審議会等｣と

いいます。)の会議を原則公開するものとします。 

３ 議会及び行政機関は、前 2 項に規定する会議を公開することが適当でない

と認められるときは、非公開とすることができます。 

 

第３章 町民参加 

(町民参加の基本)  

第 13 条 町民は、湧別町の自治の主体であることを認識し、町政に参加するこ

とを基本とします。 

２ 議会及び行政機関は、広く町民の意見等を求め、町政に町民の意思を反映

することを基本とします。 

３ 議会及び行政機関は、町民が広く町政に参加する機会を保障するものとし
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ます。 

４ 議会及び行政機関は、町民が町政への参加、又は不参加を理由として不利

益を受けないよう配慮するものとします。 

５ 20 歳未満の青少年及び子どもは、次世代の担い手として、それぞれの年齢

にふさわしい方法により町政に参加することができます。 

 

(町民参加の対象) 

第14条 行政機関は、次の各号に規定する事項を実施するときは、町民の参加

を求めるものとします。 

（１）町政運営の基本となる条例の制定及び改廃 

（２）総合計画の基本構想及び基本計画、部門別の計画及び基本方針等の策定、

又は見直し 

（３）町民に義務を課し、又は権利を制限することを内容とする条例の制定及

び改廃 

（４）広く町民が利用する公共施設の整備に係る基本的な計画の策定、又は見

直し 

（５）広く町民が利用する公共施設の利用方法の決定 

（６）事務及び事業を効果的かつ効率的に推進するための行政評価 

（７）町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決定 

（８）前各号のほか、町民参加が有効と思われる事項 

２ 行政機関は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると

きは、町民参加を求めないことができます。 

（１）緊急を要するもの 

（２）行政内部の事務処理に関するもの 

（３）町税の賦課徴収及びその他金銭の徴収に関するもの 

（４）法律及びそれに基づく政令の規定によるもの 

３ 行政機関は、前項の規定により町民参加を求めなかった場合において、行

政機関が必要と判断したとき、又は町民からその理由を求められたときは、

その理由を公表しなければなりません。 

 

（町民参加の方法) 

第 15 条 行政機関は、前条第 1 項に規定する事項を実施するときは、次の各号

のいずれかの方法により、適切な時期に町民参加を求めるものとします。 

（１）審議会等の開催 

（２）意見交換会や懇談会の開催 

（３）アンケート調査の実施 

（４）パブリックコメント（町民意見募集）の実施 

（５）その他適切な方法 

２ 行政機関は、前項に規定する方法を複数組み合わせるとともに、町民が参

加しやすい環境を整え、町民参加の機会を拡充するものとします。 
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３ 第 1 項の各号に規定する方法に関して必要な事項は、別に定めます。 

 

（町民の意見等の取扱い) 

第 16 条 行政機関は、町民参加によって寄せられた意見等を総合的に検討する

ものとします。 

２ 行政機関は、意見等の検討を終えたときは、速やかに次の事項を公表する

ものとします。ただし、別に定める条例により公表することが適当でないと

認められるときは、この限りではありません。 

（１）意見等の内容 

（２）意見等の検討結果及びその理由 

 

（審議会等の委員の選任) 

第 17 条 行政機関は、行政運営に公平で、かつ、広く町民の意見等が反映され

るよう審議会等の委員の選任について、次の事項に配慮するものとします。 

（１）原則、町民から公募により選任された委員が含まれること。 

（２）幅広く人材を確保するため、委員の就任期間又は他の審議会等との重複

を必要最小限とすること。 

 

第４章 町民投票 

(町民投票) 

第 18 条 町長は、町政に関する重要な事項について、直接町民の意思を確認す

るため、議会の議決を経て、町民投票を実施することができます。 

２ 町民、議会及び町長は、町民投票の結果を尊重します。 

３ 町民投票に関して必要な事項は、それぞれの事案に応じ、別に条例で定め

ます。 

 

（町民投票の請求及び発議) 

第 19 条 議員及び町長の選挙権を有する町民は、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号）の定めるところにより、その総数の 50 分の 1 の連署をもって、町

長に町民投票条例の制定を請求することができます。 

２ 議員は、地方自治法の定めるところにより、議員定数の 12 分の 1 以上の賛

成をもって、町民投票条例の制定を議会に発議することができます。 

３ 町長は、地方自治法の定めるところにより、町民投票条例の制定を議会に

提案することができます。 

 

第５章 町民 

（町民の権利) 

第 20 条 町民は、町政に関する情報について知る権利を有します。 

２ 町民は、町政に参加する権利を有します。 
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(町民の役割と責務) 

第 21 条 町民は、湧別町の自治の主体であることを自覚し、自分のできる範囲

で町政及び地域活動に積極的に参加するよう努めます。 

２ 町民は、町政及び地域活動に参加するに当たっては、自らの発言や行動に

責任を持つとともに、お互いを尊重し、協力し合うよう努めます。 

 

（事業者の役割) 

第 22 条 事業者は、地域社会を構成する一員としての社会的役割を認識し、安

心して暮らすことができる地域社会の実現に寄与するよう努めます。 

 

第６章 協働･コミュニティ組織 

(協働の推進) 

第 23 条 町民、議会及び行政機関は、湧別町の課題を解決するため、相互理解

と信頼関係のもとに協働を推進します。 

２ 行政機関は、町民との協働による湧別町の自治を推進するに当たり、町民

の自主性及び自立性を損なわないように配慮するとともに、必要な支援を行

うものとします。 

 

(コミュニティ組織の定義) 

第 24 条 コミュニティ組織とは、町民が互いに助け合い、心豊かな生活を送る

ことを目的として、自主的に組織された団体をいいます。 

 

（コミュニティ組織の役割) 

第 25条 コミュニティ組織は、地域社会において自らできることを考え行動し、

地域の課題の解決に取り組むよう努めます。 

２ コミュニティ組織は、多くの町民が参加しやすい環境づくりに努めます。 

３ コミュニティ組織は、積極的に相互の連携を図るとともに、議会及び行政

機関と協働し、活動の充実に努めます。 

 

（コミュニティ組織にかかわる町民の役割) 

第 26 条 町民は、コミュニティ組織の役割を認識するとともに、その活動に積

極的に参加し、守り、育てるよう努めます。 

 

（コミュニティ組織にかかわる行政機関の役割) 

第 27条 行政機関は、コミュニティ組織の自主性と自立性を尊重するとともに、

その活動を促進するため、必要な支援を行うものとします。 

 

第７章 議会 

（議会の役割) 

第 28 条 議会は、選挙で選ばれた町民の代表者である議員により構成された議
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事機関として、行政運営を監視するとともに、町政の重要事項を議決し、意

思を決定します。 

 

（議会の責務) 

第 29 条 議会は、この条例の基本理念、基本原則及び制度を遵守し、町の将来

展望を持って課題を的確に把握し、活動しなければなりません。 

２ 議会は、町民の意見を聴取して、議会運営に反映させなければなりません。 

 

（議員の責務) 

第 30 条 議員は、この条例の基本理念、基本原則及び制度を遵守し、町民の信

託に対する自らの責任を果たさなければなりません。 

２ 議員は、町民意思の的確な把握及び自己研鑽を図るとともに、公益のため

に行動しなければなりません。 

 

（町民との情報共有と町民参加) 

第 31 条 議会は、多様な媒体を活用して本会議及び委員会等の審議経過や審議

結果に関する情報を町民に分かりやすく公表するものとします。 

２ 議会は、町民が本会議及び委員会等を傍聴しやすい環境を整えるものとし

ます。 

３ 議会は、広く町政の課題を明らかにするため、本会議及び委員会等におけ

る論点を明確にするものとします。 

４ 議会は、町民との意見交換の機会を年 1 回以上開催し、町民と対話する機

会を設けるものとします。 

 

第８章 行政機関 

（行政機関の責務) 

第 32 条 行政機関は、条例、予算その他の議会の議決及び法令等に基づく事務

及び事業を適正に管理し執行しなければなりません。 

２ 行政機関は、情報共有と町民参加を進め、広く町民の意思を反映して、事

務及び事業を執行しなければなりません。 

３ 行政機関は、事務及び事業を効果的かつ効率的に執行しなければなりませ

ん。 

 

（町長の責務) 

第 33 条 町長は、行政の最高責任者として、この条例の基本原則及び制度を遵

守し、基本理念を実現するために町民の信託に応え、公正かつ誠実に行政運

営を行わなければなりません。 

２ 町長は、長期的な展望に立って、健全な自治体運営を推進しなければなり

ません。 

３ 町長は、職員を適切に指揮監督し、効率的な組織体制を整備しなければな
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りません。 

４ 町長は、町民の意向や政策課題に的確に対応できる能力を持った職員を育

成するとともに、その能力を公正に評価し、士気高揚を図らなければなりま

せん。 

 

（町長の就任時の宣誓) 

第 34 条 町長は、就任に当たっては、この条例の基本理念を実現するため、公

正かつ誠実に職務を執行することを宣誓しなければなりません。 

 

（行政機関の職員の責務) 

第 35 条 行政機関の職員(以下｢職員｣といいます。)は、町民が主権者であるこ

とを認識し、公正かつ適正に職務を遂行しなければなりません。 

２ 職員は、町民の視点に立ち、自らも地域の一員であることを認識し、職務

を遂行しなければなりません。 

３ 職員は、町民の意向や政策課題に的確に対応できる能力の向上を図らなけ

ればなりません。 

４ 職員は、お互いに横断的な連携を密にし、一体となって職務を遂行しなけ

ればなりません。 

 

第９章 行政運営 

（総合計画) 

第 36 条 行政機関は、湧別町の目指す将来の姿を明らかにし、総合的かつ計画

的な行政運営を行うため、総合計画を策定するものとします。 

２ 行政機関は、総合計画を最上位の計画と位置付け、行政機関が行う政策は

法令の規定によるもの及び緊急的な課題を除き、総合計画に基づいて実施す

るものとします。 

３ 行政機関は、総合計画の実施計画を毎年度見直すとともに、事務及び事業

の進行を管理し、その状況を公表します。 

４ 行政機関は、部門別の計画の策定及び実施に当たっては、総合計画との整

合性を図るものとします。 

 

（財政運営) 

第 37 条 行政機関は、総合計画及び行政評価を踏まえ、中長期的な財政計画を

策定し、計画的かつ健全な財政運営を行うものとします。 

２ 行政機関は、毎年度の予算、決算及び財政の状況を明らかにするため、分

かりやすい資料を作成し公表しなければなりません。 

３ 財政状況の公表に関して必要な事項は、別に条例で定めます。 

 

（行政評価) 

第 38 条 行政機関は、事務及び事業の目的及び成果等を点検するため、適切な
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評価基準に基づく行政評価を実施するものとします。 

２ 行政機関は、行政評価の結果を予算、事務及び事業へ反映させるとともに、

分かりやすい資料を作成し公表します。 

 

（行政改革) 

第 39 条 行政機関は、簡素で効率的な行政運営を行うため、行政改革大綱を策

定し、行政改革を推進するものとします。 

２ 行政機関は、行政改革大綱に基づき実施計画を策定し、その進行を管理す

るとともに、分かりやすい資料を作成し公表します。 

 

（行政手続) 

第 40 条 行政機関は、町民の権利利益の保護を図るため、処分、行政指導及び

届出に関する手続を明らかにし、行政運営における公正の確保及び透明性の

向上を図らなければなりません。 

２ 行政手続に関して必要な事項は、別に条例で定めます。 

 

（政策法務) 

第 41条 行政機関は、地域の課題を解決するために必要な政策を実現するため、

必要に応じて条例等の制定、又は改廃を行うとともに、法令等を自主的かつ

適正に解釈し運用するものとします。 

 

（危機管理) 

第 42 条 行政機関は、災害等の緊急時に対処するための必要な計画を策定する

とともに、その計画に基づき危機管理体制を整備し、町民の生命、財産及び

暮らしの安全を守るために必要な対策を講ずるものとします。 

２ 町民は、災害等の緊急時において互いに助け合い行動できるよう、防災等

に対する意識の高揚を図り、行政機関及び関係機関等と一丸となった協力体

制の整備に努めるものとします。 

 

第 10 章 交流･連携 

（国内外の交流) 

第 43 条 町民、議会及び行政機関は、国内外の様々な人々や団体との交流を深

め、その活動から得られる知識や情報を課題の解決に生かすよう取り組むも

のとします。 

 

（他の市町村との連携) 

第 44条 議会及び行政機関は、広域的な課題又は共通する課題を解決するため、

他の市町村と相互に連携するものとします。 
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（国及び北海道との連携) 

第 45 条 議会及び行政機関は、課題の解決を図るため、国及び北海道との役割

分担に基づき、相互に連携するものとします。 

 

第 11 章 条例の見直し 

（条例の見直し) 

第 46 条 町長は、この条例の施行の日から 4 年を超えない期間ごとに、この条

例を点検し見直しを行うものとします。 

２ 町長は、この条例の見直しを行うときは、湧別町自治推進委員会に諮問し

なければなりません。 

３ 町長は、前 2 項に規定する見直しの結果を踏まえ、この条例及びその他の

制度を見直すことが適当であると判断したときは、必要な措置を講ずるもの

とします。 

 

（自治推進委員会の設置) 

第 47 条 この条例をみんなで守り育て、実効性を高めるため、町長の附属機関

として湧別町自治推進委員会（以下「推進委員会」といいます。）を設置しま

す。 

２ 推進委員会は、自主的に次の事項を審議し、議会及び行政機関並びに関係

団体に意見を述べることができます。 

（１）この条例に基づく町民参加の状況及び条例の運用状況に関する事項 

（２）この条例の見直しに関する事項 

（３）この条例の推進に関する事項 

（４）町長の諮問に関する事項 

３ 推進委員会の組織及び運営に関して必要な事項は、別に条例で定めます。 

 

附 則 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 


